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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　タイヤをスピンドルに設置し、
　回転ドラムの円周面を前記タイヤのトレッド面に所定の荷重で押し当て、
　前記タイヤをその回転軸周りに回転させ、
　前記タイヤが回転している時に、前記回転軸に垂直かつ前記タイヤの一方のサイドウォ
ール側の第1面と前記回転軸に垂直かつ前記タイヤの他方のサイドウォール側の第2面のそ
れぞれに前記タイヤが作用させる力を、前記タイヤからの回転軸方向の距離の異なる第1
の位置及び第2の位置で前記タイヤから前記スピンドルに伝達された力を計測した計測結
果に基づいて算出する、
　ことを特徴とする、タイヤのユニフォーミティ計測方法。
【請求項２】
　前記方法は、前記第1面と前記第2面のそれぞれに作用する力の、前記回転軸から前記回
転ドラムに向かう方向に沿った成分を算出する、ことを特徴とする請求項１に記載のユニ
フォーミティ計測方法。
【請求項３】
　前記方法は、前記第1面と前記第2面のそれぞれに作用する力の、前記タイヤと前記回転
ドラムの接線方向成分を算出する、ことを特徴とする請求項１または請求項２に記載のユ
ニフォーミティ計測方法。
【請求項４】
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　前記第1面および前記第2面は、それぞれ前記タイヤのサイドウォールを含む面であるこ
とを特徴とする、請求項１から請求項３のいずれかに記載のユニフォーミティ計測方法。
【請求項５】
　前記所定の荷重は、タイヤが取り付けられる車両の車体重量を、前記車両に取り付けら
れるタイヤ数で割った値であることを特徴とする、請求項１から請求項４のいずれかに記
載のユニフォーミティ計測方法。
【請求項６】
　前記所定の荷重は、200[kgf]から1000[kgf]までの間である、ことを特徴とする請求項
５に記載のユニフォーミティ計測方法。
【請求項７】
　前記タイヤは前記回転ドラムによって回転駆動され、前記所定の荷重は前記回転ドラム
が空転しないだけの大きさの摩擦力であってかつ前記第1及び第2の位置で計測される力の
測定誤差以下の摩擦力を前記回転ドラムと前記タイヤとの間に働かせる大きさである、こ
とを特徴とする請求項１から請求項４のいずれかに記載のユニフォーミティ計測方法。
【請求項８】
　前記所定の荷重は、50[kgf]から80[kgf]までの間である、ことを特徴とする請求項５に
記載のユニフォーミティ計測方法。
【請求項９】
　前記回転軸に垂直かつ前記タイヤの一方のサイドウォール側の第1面と前記回転軸に垂
直かつ前記タイヤの他方のサイドウォール側の第2面のそれぞれに前記タイヤが作用させ
る力が所定値を越えた場合は、前記所定の荷重を前記回転ドラムが空転しないだけの大き
さの摩擦力であってかつ前記第1及び第2の位置で計測される力の測定誤差以下の摩擦力を
前記回転ドラムと前記タイヤとの間に働かせる大きさに変更し、その状態で前記回転軸に
垂直かつ前記タイヤの一方のサイドウォール側の第1面と前記回転軸に垂直かつ前記タイ
ヤの他方のサイドウォール側の第2面のそれぞれに前記タイヤが作用させる力を算出する
、ことを特徴とする、請求項５または請求項６に記載のユニフォーミティ計測方法。
【請求項１０】
　バランス調整済みのタイヤの前記第1面上の所定位置に所定重量の錘を取り付けたとき
の前記第1及び第2の位置での力の計測結果を用いて、前記回転軸に垂直な第1面と第2面の
それぞれに前記タイヤが作用させる力を算出する為のキャリブレーションを行うことを特
徴とする、請求項１から請求項９のいずれかに記載のユニフォーミティ計測方法。
【請求項１１】
　タイヤをその回転軸周りに回転させるスピンドルと、
　前記タイヤのトレッドに所定の荷重で押しつけられる回転ドラムであって、前記タイヤ
の回転に伴って前記回転ドラムの回転軸周りに回転可能となっているものと、
　前記タイヤから前記スピンドルに伝達された力を前記タイヤからの回転軸方向成分の距
離の異なる第1の位置及び第2の位置で計測するセンサと、
　前記センサの計測結果に基づいて前記回転軸に垂直かつ前記タイヤの一方のサイドウォ
ール側の第1面と前記回転軸に垂直かつ前記タイヤの他方のサイドウォール側の第2面のそ
れぞれに前記タイヤが作用させる力を算出する演算手段と、
　を有することを特徴とするタイヤのユニフォーミティ計測装置。
【請求項１２】
　前記演算手段は、前記第1面と前記第2面のそれぞれに作用する力の、前記回転軸から前
記回転ドラムに向かう方向成分を算出する、ことを特徴とする請求項１１に記載のユニフ
ォーミティ計測装置。
【請求項１３】
　前記演算手段は、前記第1面と前記第2面のそれぞれに作用する力の、前記タイヤと前記
回転ドラムの接線方向成分を算出する、ことを特徴とする請求項１１または請求項１２に
記載のユニフォーミティ計測装置。
【請求項１４】
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　前記第1面および前記第2面は、それぞれタイヤのサイドウォールを含む面であることを
特徴とする、請求項１１から請求項１３のいずれかに記載のユニフォーミティ計測装置。
【請求項１５】
　前記所定の荷重は、タイヤが取り付けられる車両の車体重量を、前記車両に取り付けら
れるタイヤ数で割った値であることを特徴とする、請求項１１から請求項１４のいずれか
に記載のユニフォーミティ計測装置。
【請求項１６】
　前記所定の荷重は、200[kgf]から1000[kgf]までの間である、ことを特徴とする請求項
１５に記載のユニフォーミティ計測装置。
【請求項１７】
　前記タイヤは前記回転ドラムによって回転駆動され、前記所定の荷重は前記回転ドラム
が空転しないだけの大きさの摩擦力であってかつ前記第1及び第2の位置で計測される力の
測定誤差以下の摩擦力を前記回転ドラムと前記タイヤとの間に働かせる大きさである、こ
とを特徴とする請求項１１から請求項１４のいずれかに記載のユニフォーミティ計測装置
。
【請求項１８】
　前記所定の荷重は、50[kgf]から80[kgf]までの間である、ことを特徴とする請求項１７
に記載のユニフォーミティ計測装置。
【請求項１９】
　前記回転軸に垂直かつ前記タイヤの一方のサイドウォール側の第1面と前記回転軸に垂
直かつ前記タイヤの他方のサイドウォール側の第2面のそれぞれに前記タイヤが作用させ
る力が所定値を越えた場合は、前記所定の荷重を前記回転ドラムが空転しないだけの大き
さの摩擦力であってかつ前記第1及び第2の位置で計測される力の測定誤差以下の摩擦力を
前記回転ドラムと前記タイヤとの間に働かせる大きさに変更し、その状態で前記回転軸に
垂直かつ前記タイヤの一方のサイドウォール側の第1面と前記回転軸に垂直かつ前記タイ
ヤの他方のサイドウォール側の第2面のそれぞれに前記タイヤが作用させる力を算出する
、ことを特徴とする、請求項１５または請求項１６に記載のユニフォーミティ計測装置。
【請求項２０】
　前記ユニフォーミティ計測装置は、前記第1面に前記タイヤが作用させる力の変動幅と
、前記第2面に前記タイヤが作用させる力の変動幅とが低減するように前記タイヤを切削
する、タイヤ切削手段を有する、ことを特徴とする請求項１７または請求項１８に記載の
ユニフォーミティ計測装置。
【請求項２１】
　前記ユニフォーミティ計測装置は、前記第1面に前記タイヤが作用させる力の変動幅と
、前記第2面に前記タイヤが作用させる力の変動幅とがそれぞれ低減するような位置及び
タイヤ切削量を記入する、マーキング手段を有する、ことを特徴とする請求項１７または
請求項１８に記載のユニフォーミティ計測装置。
【請求項２２】
　前記ユニフォーミティ計測装置は、前記所定の荷重を前記回転ドラムが空転しないだけ
の大きさの摩擦力であってかつ前記第1及び第2の位置で計測される力の測定誤差以下の摩
擦力を前記回転ドラムと前記タイヤとの間に働かせる大きさに変更した後の、前記第1面
に前記タイヤが作用させる力の変動幅と、前記第2面に前記タイヤが作用させる力の変動
幅とが低減するように前記タイヤを切削する、タイヤ切削手段を有する、ことを特徴とす
る請求項１９に記載のユニフォーミティ計測装置。
【請求項２３】
　前記ユニフォーミティ計測装置は、前記所定の荷重を前記回転ドラムが空転しないだけ
の大きさの摩擦力であってかつ前記第1及び第2の位置で計測される力の測定誤差以下の摩
擦力を前記回転ドラムと前記タイヤとの間に働かせる大きさに変更した後の、前記第1面
に前記タイヤが作用させる力の変動幅と、前記第2面に前記タイヤが作用させる力の変動
幅とがそれぞれ低減するような位置及びタイヤ切削量を記入する、マーキング手段を有す
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る、ことを特徴とする請求項１９に記載のユニフォーミティ計測装置。
【請求項２４】
　請求項７または請求項８に記載の計測方法によって得られた前記第1面に前記タイヤが
作用させる力の変動幅と、前記第2面に前記タイヤが作用させる力の変動幅とが低減する
ように前記タイヤを切削する、
　ことを特徴とする、タイヤ修正方法。
【請求項２５】
　請求項９に記載の計測方法によって得られた、前記所定の荷重を前記回転ドラムが空転
しないだけの大きさの摩擦力であってかつ前記第1及び第2の位置で計測される力の測定誤
差以下の摩擦力を前記回転ドラムと前記タイヤとの間に働かせる大きさに変更した後の、
前記第1面に前記タイヤが作用させる力の変動幅と、前記第2面に前記タイヤが作用させる
力の変動幅とが低減するように前記タイヤを切削する、
　ことを特徴とする、タイヤ修正方法。
【請求項２６】
　請求項７または請求項８に記載の計測方法によって得られた前記第1面に前記タイヤが
作用させる力の変動幅と、前記第2面に前記タイヤが作用させる力の変動幅とが低減する
ように、前記タイヤを切削する、タイヤ切削手段を有する、ことを特徴とする、タイヤ修
正装置。
【請求項２７】
　請求項９に記載の計測方法によって得られた、前記所定の荷重を前記回転ドラムが空転
しないだけの大きさの摩擦力であってかつ前記第1及び第2の位置で計測される力の測定誤
差以下の摩擦力を前記回転ドラムと前記タイヤとの間に働かせる大きさに変更した後の、
前記第1面に前記タイヤが作用させる力の変動幅と、前記第2面に前記タイヤが作用させる
力の変動幅とが低減するように、前記タイヤを切削する、タイヤ切削手段を有する、こと
を特徴とする、タイヤ修正装置。
【請求項２８】
　請求項７または請求項８に記載の計測方法によって得られた前記第1面に前記タイヤが
作用させる力の変動幅と、前記第2面に前記タイヤが作用させる力の変動幅とが低減する
ような位置及びタイヤ切削量を前記タイヤに記入する、マーキング手段を有する、ことを
特徴とする、タイヤ修正装置。
【請求項２９】
　請求項９の計測方法によって得られた、前記所定の荷重を前記回転ドラムが空転しない
だけの大きさの摩擦力であってかつ前記第1及び第2の位置で計測される力の測定誤差以下
の摩擦力を前記回転ドラムと前記タイヤとの間に働かせる大きさに変更した後の、前記第
1面に前記タイヤが作用させる力の変動幅と、前記第2面に前記タイヤが作用させる力の変
動幅とが低減するような位置及びタイヤ切削量を前記タイヤに記入する、マーキング手段
を有する、ことを特徴とする、タイヤ修正装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、タイヤのユニフォーミティを計測する方法及び装置、及びタイヤを修正する
方法及び装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　タイヤは真円で、かつ内部の剛性、寸法、重量分布などがタイヤ全周で均一であること
が理想である。しかしながら、一般的なタイヤの構造や製造工程では、このような理想的
なタイヤを量産することは困難である。すなわち、生産されたタイヤには剛性、寸法、重
量分布等の不均一がある程度発生する。この結果、車の走行時に、タイヤに加振力が発生
する。この加振力による振動は、車体に伝播してシェイク、フラッタ、こもり音、ビート
音など、様々な車体振動や騒音の原因となる。このような加振力を生じる不均一性をノン
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ユニフォーミティという。
【０００３】
　ノンユニフォーミティの評価方法としては、非特許文献１に記載されているような試験
方法が使用されている。この試験方法においては、回転可能に保持されたタイヤに代用路
面としての回転ドラムを所定荷重(数100kg)で押しつける(或いは所定荷重でタイヤを回転
ドラムに押しつける)。タイヤ及び回転ドラムは、それぞれの回転軸周りに回転可能とな
っており、一方を回転させると他方も回転するようになっている。
【０００４】
　この状態で、タイヤの回転数が60[rpm]となるようにタイヤまたは回転ドラムを回転駆
動する。タイヤのノンユニフォーミティによって生じる加振力がタイヤの回転に伴って発
生する。その加振力はタイヤまたは回転ドラムを回転可能に支持する軸受、またはこの軸
受と一体となった部材に取り付けられた力計測手段(ロードセル等)によって計測される。
計測された値からタイヤのノンユニフォーミティを評価する指標を算出する。以上の計測
をユニフォーミティ計測という。このユニフォーミティ計測によって得られる指標は、タ
イヤを１枚の円盤としてモデル化し、その円盤の中心に力が集中して加えられているもの
として算出される。
【０００５】
　次いで、計測の行われたタイヤは、上記指標からノンユニフォーミティが許容範囲であ
ると判断されるものとそうでないものとに分別する。ノンユニフォーミティが許容範囲外
であると判断されたタイヤには、可能であればノンユニフォーミティ軽減のための処理が
施される。処理が施されたタイヤは、再度上記のユニフォーミティ計測を行ってノンユニ
フォーミティが許容範囲であると判断されるものを選別する。
【０００６】
　以上の手順で「ノンユニフォーミティが許容範囲である」と判断されたタイヤのみが選
別され、出荷される(または他のタイヤ評価工程に送られる)。
【非特許文献１】自動車規格「自動車用タイヤのユニフォーミティ試験方法」JASO C 607
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　近年、上記のユニフォーミティ計測方法ではノンユニフォーミティが許容範囲内である
と判定されたにもかかわらず、特に高速運転時に自動車のシャフトにタイヤから加振力が
加わり、車体振動や車内騒音が発生する、という現象が発生するものがあった。その振動
や騒音の発生要因は、従来のユニフォーミティ計測の計測結果では評価できなかったノン
ユニフォーミティによるものと考えられる。従って、これらの現象を起こしうるノンユニ
フォーミティを評価可能なユニフォーミティ計測方法が望まれている。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　上記課題を解決するため、本発明によるタイヤのユニフォーミティ計測方法は、タイヤ
が回転している時に、タイヤの回転軸に垂直かつタイヤの一方のサイドウォール側の第1
面と回転軸に垂直かつタイヤの他方のサイドウォール側の第2面のそれぞれにタイヤが作
用させる力を、タイヤからの回転軸方向成分の距離の異なる第1の位置及び第2の位置でタ
イヤから前記スピンドルに伝達された力を計測した計測結果に基づいて算出する、ことを
特徴とする。
【０００９】
　本発明は、タイヤの横方向(すなわちタイヤの回転軸方向)における、ノンユニフォーミ
ティによって生じる加振力のばらつきに着目したものである。すなわち、従来のユニフォ
ーミティ計測方法においては、タイヤの横方向の一端と他端で逆位相のノンユニフォーミ
ティによる加振力が発生している場合であっても、この逆位相の加振力同士が相殺された
状態で検出されていた。このような逆位相の加振力は、相殺されずに車のシャフトに加え
られる可能性がある。従って、本発明によれば、タイヤの横方向の一端と他端で逆位相の
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加振力が発生している状態であっても、車体振動や車内騒音を発生しうるタイヤをより正
確に検知可能な指標を検出可能となる。
【００１０】
　また、本発明によれば、所定荷重を回転ドラムが空転しないだけの大きさの摩擦力であ
ってかつ第1及び第2の位置で計測される力の測定誤差以下の摩擦力を回転ドラムとタイヤ
との間に働かせる大きさとし、第1面に前記タイヤが作用させる力の変動幅と、前記第2面
に前記タイヤが作用させる力の変動幅とが低減するように前記タイヤを切削するタイヤ修
正方法が提供される。
【００１１】
　本発明の修正方法において、回転ドラムが空転しないだけの大きさの摩擦力であってか
つ第1及び第2の位置で計測される力の測定誤差以下の摩擦力を回転ドラムとタイヤとの間
に働かせる程度の荷重で、回転ドラムをタイヤに押し当てて、第1面および第2面に前記タ
イヤが作用させる力を算出する場合、そのそれぞれの変動は、タイヤの質量分布の不均一
性から来る遠心力による影響が支配的になる。従って、第1面に前記タイヤが作用させる
力の変動幅と、前記第2面に前記タイヤが作用させる力の変動幅のそれぞれを低減するよ
うにタイヤを切削することによって、タイヤの質量分布の不均一性から来るノンユニフォ
ーミティを除去することが可能になる。従って、本発明によれば、従来の方法では除去し
得なかった、ノンユニフォーミティを低減させることが可能である。
【００１２】
　また、本発明によれば、回転軸に垂直かつタイヤの一方のサイドウォール側の第1面と
回転軸に垂直かつタイヤの他方のサイドウォール側の第2面のそれぞれにタイヤが作用さ
せる力が所定値を越えた場合は、所定の荷重を回転ドラムが空転しないだけの大きさの摩
擦力であってかつ第1及び第2の位置で計測される力の測定誤差以下の摩擦力を回転ドラム
と前記タイヤとの間に働かせる大きさに変更し、その状態で回転軸に垂直かつタイヤの一
方のサイドウォール側の第1面と回転軸に垂直かつタイヤの他方のサイドウォール側の第2
面のそれぞれにタイヤが作用させる力を算出する、タイヤ修正方法が提供される。
【００１３】
　従って、この方法によれば、タイヤのノンユニフォーミティが大きい場合は直ちに、タ
イヤの質量分布の不均一性から来るノンユニフォーミティを計測することができる。
【発明の効果】
【００１４】
　以上のように、本発明によれば、従来のユニフォーミティ計測方法では検出できなかっ
たタイヤの不良要因を検出可能であり、さらに、この検出方法によって検出された不良要
因を除去可能である。従って、本発明によれば、車体振動や車内騒音を生じにくいタイヤ
を製造することが可能となる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１５】
　以下、本発明の実施形態を説明する。
【００１６】
　図１は、本発明の実施形態によるタイヤの高速ユニフォーミティ計測装置の正面図を示
したものである。本実施形態による計測装置1は、タイヤの高速ユニフォーミティと、JAS
O C 607準拠のユニフォーミティと、タイヤの動的バランスを計測し、またタイヤのアン
バランス除去用のマーキングをタイヤに記入可能な装置である。動的バランスは、タイヤ
をフリーで回転させ、その時に発生する遠心力を計測することによって行われるものであ
るが、本発明においては、回転ドラムをタイヤのトレッド面に押圧した状態で回転ドラム
ごとタイヤを回転させている。また、タイヤを押圧する荷重を50-80[kgf]と低く設定し、
かつタイヤに発生する力のうち、タイヤの回転軸およびタイヤの押圧方向に垂直な方向成
分の変動を検出している。この変動にはタイヤの押圧荷重は含まれず、かつタイヤを押圧
荷重が低く設定されているため、この変動幅は、タイヤをフリーで回転させたときにタイ
ヤの回転軸が受ける遠心力のタイヤ半径方向成分とほぼ等価と見なせる。従って、この変
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動を用いて得られる指標は、タイヤをフリーで回転させたときにタイヤの回転軸が受ける
遠心力のタイヤ半径方向成分から算出されるタイヤの動的バランスとほぼ等価である。
【００１７】
　計測装置1は、ホイール付きタイヤWを回転可能に保持するスピンドル部200を有する。
スピンドル部200は、タイヤが取り付けられてタイヤと共に回転するスピンドル201と、軸
受204を介してスピンドル201を回転可能に支持するスピンドルハウジング202と、タイヤ
をスピンドル201上に固定するトップアダプタ203と、を有する。
【００１８】
　スピンドルハウジング202には、鉛直方向に穿孔された貫通孔202aが形成されており、
スピンドル201はこの貫通孔202aに挿入されている。また、スピンドル201は、チャック部
201aと、チャック部201aから下方に延びるシャフト部201bと、を有する。スピンドル201
のシャフト部201aは、複数の軸受204を介してスピンドルハウジング202の貫通孔202aに嵌
入されている。従って、スピンドル201は、スピンドルハウジング202に回転可能に支持さ
れる。
【００１９】
　トップアダプタ203は、鉛直下方に延びているシャフト203aを有している。このシャフ
ト203aは、チャック部201aの上面に形成された穴201cに挿入可能となっている。チャック
部201aの穴203cは、チャック部201aと同芯に形成されている。また、チャック部201aは、
本出願人による特開２００３－４５９７Ａと同様の、シャフト203aをロックするロック機
構を備えている。タイヤのハブ穴とチャック部201aの穴201cとが同芯となるように、スピ
ンドル201のチャック部201aの上面にホイール付きタイヤWを載置し、次いでトップアダプ
タ203のシャフト203aを穴201cに挿入してトップアダプタがタイヤWのホイールをチャック
部201aの上面に向かって押圧するようにし、更にシャフト203aをロックすることによって
タイヤWはスピンドル201と一体となってスピンドル201に固定される。このとき、特開２
００３－４５９７Ａに記載された機構を用いることによって、タイヤWのハブ穴とスピン
ドル201とが同芯となるようにタイヤWは固定される。この結果、タイヤWは、その回転軸
周りに回転可能となる。また、スピンドルハウジング202にとり付けられたロータリーエ
ンコーダ205によって、スピンドル201の回転数およびスピンドル201の位相を検出するこ
とができる。ロータリーエンコーダ205の出力は、計測装置1の制御部400に送られる。
【００２０】
　なお、本実施形態においては、ホイール付きタイヤWをスピンドルに取り付ける構成と
しているが、特開２００２－３５０２９３Ａ号に開示された装置のように、ホイールが取
り付けられていないタイヤをリム間に挟んでスピンドルに取り付ける構成としてもよい。
【００２１】
　スピンドル201及び、スピンドル201に取り付けられたタイヤWは、回転ドラム部300によ
って回転駆動される。
【００２２】
　回転ドラム部300は回転ドラム301を有する。回転ドラム301は円筒形状の部材であり、
その回転軸周りに回転可能である。回転ドラム301の回転軸とスピンドル201の回転軸は略
平行である。また、回転ドラム部300は、回転ドラム301を回転駆動するモータ302を有す
る。すなわち、モータ302の回転軸の回転運動が、伝達系303によって、回転ドラム301の
回転軸に伝達されるようになっている。
【００２３】
　伝達系303は、駆動プーリ303aと、従動プーリ303bと、無端ベルト303cと、を有する。
駆動プーリ303aはモータ302の回転軸に、従動プーリ303bは回転ドラム301の回転軸に、そ
れぞれ取付けられている。無端ベルト303cは、この駆動プーリ303aと従動プーリ303bに渡
されており、このベルト－プーリ機構によってモータ302の回転運動は回転ドラム301に伝
達される。すなわち、モータ302を駆動することによって回転ドラム301を回転させること
が可能である。なお、モータ302はステッピングモータであり、制御部400によってその回
転数を制御可能である。従って、本実施形態の高速ユニフォーミティ計測装置1において



(8) JP 4339048 B2 2009.10.7

10

20

30

40

50

は、回転ドラム301を所望の回転数で回転させることが可能である。
【００２４】
　回転ドラム荷重機構304は、ベース部100に設けられており、回転ドラム301の円筒面301
aがタイヤWのトレッド面に対して離接可能に、回転ドラム301、モータ302および伝達系30
3を水平方向(図中左右方向)に平行移動させることができる。更に、回転ドラム荷重機構3
04は、回転ドラム301の円筒面301aがタイヤWのトレッド面をある荷重で押しつけることが
できる。回転ドラム荷重機構304は、ラック－ピニオン機構によって回転ドラム301、モー
タ302および伝達系303を水平方向に平行移動させる。制御部400は、このラック－ピニオ
ン機構を制御することによって、回転ドラム301、モータ302および伝達系303の位置、お
よび回転ドラム301の円筒面301aがタイヤWのトレッド面を押しつける荷重の大きさを制御
することができる。なお、回転ドラム荷重機構のラック－ピニオン機構には、ロードセル
304aが取り付けられており、回転ドラム301の円筒面301aがタイヤWのトレッド面を押しつ
ける荷重の大きさを計測することが可能である。
【００２５】
　ここで、スピンドルハウジング202の一側面202aは、ベース部100の剛体壁102と対向し
ている。スピンドルハウジング202の一側面202aはスピンドル201の回転軸と平行かつ回転
ドラム301がタイヤを押しつける方向と垂直な平面となっている。また、一側面202aと剛
体壁102は略平行であり、一側面202aと剛体壁102との間のギャップGには上側ロードセル5
01及び下側ロードセル502が配置されている。ロードセル501及び502は共に平板上の部材
であり、その両面がそれぞれスピンドルハウジング202の一側面202a及び剛体壁102に当接
するように設置されている。ロードセル501及び502は、スピンドル201の軸方向に配列さ
れている。ベース部100の剛体壁102はほとんど変位も変形もしないよう構成されている。
従って、剛体壁102は、回転ドラム301がタイヤWを押しつける力と釣り合う抗力をスピン
ドルハウジング202に供給する。また、剛体壁102とスピンドルハウジング202に挟まれた
ロードセル501及び502が、スピンドルハウジング202の変位によって生じた荷重を検出す
ることが可能となる。なお、ロードセル501及び502は、そのそれぞれに加わる荷重の直交
3成分を計測可能である。すなわち、ロードセル501及び502は、そのそれぞれに加えられ
た荷重を3次元ベクトル量として検出可能である。
【００２６】
　タイヤWがスピンドル201にセットされた状態で回転ドラム301の円筒面301をタイヤWの
トレッド面に所定荷重で押しつけ、更にモータ302を駆動することによって、回転ドラム3
01とタイヤWは共に回転する。この時、ロードセル501及び502は、回転ドラム301がタイヤ
Wを押圧する荷重と、タイヤWのノンユニフォーミティに起因する加振力が加えられる。ロ
ードセル501及び502の出力は制御部400に送られ、制御部400はロードセルの出力結果を処
理して、タイヤのユニフォーミティの指標値、およびタイヤのノンユニフォーミティを低
減するためのタイヤ切削位置及び切削量を演算する。さらに、制御部400は、マーキング
手段600を制御して、上記演算したタイヤ切削位置に切削量を示すマークを記入する。マ
ークが記入されたタイヤは、適切なタイヤ切削装置にてバフ修正され、タイヤのノンユニ
フォーミティが低減される。なお、マーキング手段600を使用する代わりに、バイト等の
切削手段を用いて、計測装置1がノンユニフォーミティ低減のためのバフ修正を実施可能
な構成としてもよい。
【００２７】
　制御部400の構成に付き、以下説明する。図２は、図1の制御部400の詳細なブロック図
を示したものである。制御部400は、CPU401と、メモリ402と、I/Oコントローラ403と、入
力手段404と、ビデオコントローラ405と、モニタ406と、第1～第３のフィルタ411、421、
431と、第1～第3のA/Dコンバータ412、422、432と、を有する。
【００２８】
　入力手段404は、例えばキーボードであり、計測装置1のオペレータは、この入力手段40
4を操作して、各種計測や、キャリブレーションを計測装置1に指示する。入力手段404は
、I/Oコントローラ403に接続されており、CPU401は、I/Oコントローラ403を制御して、入
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力手段404によって入力された入力内容を読み取ることができる。
【００２９】
　CPU401は、入力手段404による入力内容に含まれる指示の内容に応じて、各種計測やキ
ャリブレーションを行うために、I/Oコントローラ403を制御する。I/Oコントローラ403に
は、回転ドラム301を駆動するためのモータ302(図1)や、ロータリーエンコーダ205や、回
転ドラム荷重機構304のラック－ピニオン機構を駆動するためのモータが接続されている
。CPU401は、I/Oコントローラ403を制御することによって、タイヤWが任意の回転速度に
なるように回転ドラム301を回転させたり、回転ドラム301をタイヤWに対して離接させた
りすることができる。
【００３０】
　上側ロードセル501の出力は、第1のフィルタ411(図2)に送信される。第1のフィルタ411
は、入力された信号からノイズを除去する。ノイズが除去された信号は、第1のA/Dコンバ
ータ412に送られる。第1のA/Dコンバータは、入力された信号を離散化してI/Oコントロー
ラ403に送信する。
【００３１】
　同様に、下側ロードセル502(図1)の出力は、第2のフィルタ421(図2)でノイズを除去さ
れ、次いで、第2のA/Dコンバータ422にて離散化され、次いでI/Oコントローラ403に送信
される。また、回転ドラム荷重機構304(図1)のラック－ピニオン機構に備えられたロード
セル304a(図1)の出力は、第3のフィルタ431(図2)でノイズを除去され、次いで、第3のA/D
コンバータ432にて離散化され、次いでI/Oコントローラ403に送信される。
【００３２】
　CPU401は、I/Oコントローラ403を制御して、第1、第2、および第3のA/Dコンバータから
送信された離散化信号を読み取ってデジタルデータとしてメモリ402に記録可能である。
さらに、CPU401は、メモリ402に記憶されているデジタルデータを処理して、各種計測値
を演算する。CPU401は、ビデオコントローラ405を制御して、演算された計測値に関する
画像情報(タイヤの位相に対するタイヤの加振力の変動を示すグラフなど)をモニタ406に
表示させることができる。
【実施例】
【００３３】
　以上説明した、本実施形態の計測装置1による、タイヤのユニフォーミティおよび動的
バランスの計測手順を以下に説明する。
【００３４】
　最初に、キャリブレーションが行われる。ここでいうキャリブレーションとは、ロード
セルの出力信号からロードセルが実際に受けている力を算出するための係数、およびロー
ドセルが受けている力から、タイヤの図1中上側のサイドウォールを含む面(以下、上面と
称す)に作用する力と、タイヤの図1中下側のサイドウォールを含む面(以下、下面と称す)
 に作用する力とをそれぞれ算出するための係数を求める作業である。なお、ロードセル
の出力信号からロードセルが実際に受けている力を算出するための係数を求めるためのキ
ャリブレーションは定期的(例えば1週間おきに)行えばよく、タイヤの計測を行う度にこ
のキャリブレーションを行う必要はない。また、ロードセルが受けている力からタイヤ上
面と下面のそれぞれに発生している力を算出するための係数を求めるキャリブレーション
は、タイヤの種類毎に1回行えばよい。
【００３５】
　まず、回転ドラム荷重機構304のロードセル304aの出力レベルからロードセル304aが受
けた力を得るための係数を求めるキャリブレーションを行う。このキャリブレーションで
は、回転ドラム荷重機構304による加荷方向、すなわち回転ドラム荷重機構304が回転ドラ
ム301を移動させる方向(図1中左右方向)に既知の負荷を加え、その時の出力から回転ドラ
ム荷重機構304のロードセル304aの出力レベルからロードセル304aが受けた力を得るため
の係数を求める。本実施例においては、ロードセル304aの出力O1とロードセル304cに加わ
る力F1は、式F1 = a1 × O1 + b1を満たす。無負荷状態でのO1と既知の大きさの負荷を回
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転ドラムに加えたときのO1から、係数a1とb1を算出する。算出されたa1及びb1は、メモリ
402に記憶される。
【００３６】
　同様に、上側ロードセル501および下側ロードセル502についても、ロードセルの出力レ
ベルからロードセルが受けた力を得るための係数を求めるキャリブレーションを行う。こ
の場合、スピンドルハウジング202に既知の大きさの力を加え、その時のロードセル501、
502の出力レベルを用いて、ロードセルの出力レベルからロードセルが受けた力を得るた
めの係数を求める。なお、上側ロードセル501および下側ロードセル502は、直交3成分(以
下、これらの各成分をそれぞれx,y,z成分と称する)を計測するロードセルであるので、キ
ャリブレーションは各成分毎に行う。また、図1に記載されているように、スピンドルハ
ウジング202は、ロードセル501、502を支持点とする一種の片持ちばりであり、スピンド
ルハウジング202に係る荷重はロードセル501と502に分散される。
【００３７】
　従って、スピンドルハウジング202にx成分方向の力Fxが加えられた時に、ロードセル50
1が受けるx成分方向の力の大きさFx1、ロードセル501の出力のx成分Ox1、ロードセル502
が受けるx成分方向の力の大きさFx2、ロードセル502の出力のy成分Ox2には、数１の関係
が成立する。
【数１】

【００３８】
　無負荷状態でのOx1、Ox2と既知の大きさ(少なくとも2種類)の負荷をスピンドルハウジ
ング202に加えたときのOx1、Ox2から、係数ax1、bx1、ax2、bx2を算出する。以上の手順
で、上側ロードセル501および下側ロードセル502について、ロードセルの出力レベルから
ロードセルが受けた力のx成分を得るための係数が算出される。同様の手順によって、ロ
ードセルの出力レベルからロードセルが受けた力のy及びz成分を得るための係数が算出さ
れる。
【００３９】
　続いて、ロードセルが受けている力からタイヤ上面と下面のそれぞれに作用している力
を算出するための係数を求めるキャリブレーションが実行される。このキャリブレーショ
ンでは、ノンユニフォーミティ及びアンバランスが無いと見なせるタイヤ(以下、マスタ
ータイヤと称する)、及び既知重量の錘を使用する。
【００４０】
　マスタータイヤの上面の、タイヤの回転軸から距離s離れた所定位置に質量Mの錘を取り
付ける。この時、マスタータイヤの上面には錘によるアンバランスが発生しており、一方
下面はアンバランスの無い状態である。
【００４１】
　次いで、マスタータイヤをスピンドル201に取り付ける。次いで、回転ドラム荷重機構3
04を駆動して、50-80[kgf]程度の力で回転ドラム301がマスタータイヤを押しつけるよう
にする。換言すれば、ロードセル304aの出力が50-80[kgf]を示すように、回転ドラム荷重
機構304を駆動する。
【００４２】
　次いで、モータ302を駆動して回転ドラム301を回転する。この時、マスタータイヤは回
転ドラムの回転に伴って回転する。ロータリーエンコーダ205の出力からマスタータイヤ
の回転数が所定回転数Nになったことが検知されると、CPU401(図2)は、I/Oインターフェ
ース403を制御して、ロードセル501及び502の出力を取得する。
【００４３】
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　CPU401(図1)は、ロードセルの出力から、マスタータイヤ1回転分の、ロードセル501及
び502が受けた力の前後方向(マスタータイヤと回転ドラムの接触位置における回転ドラム
の接線方向、すなわち図1において手前から奥に向かう方向)成分を得る。得られた値をTF

1(θ)、TF2(θ)とする。TF1(θ)は上側ロードセル501の出力から得られた値であり、TF2(
θ)は下側ロードセル502の出力から得られた値である。また、θはスピンドル201の位相
である。
【００４４】
　この時、タイヤに発生する力は、タイヤのアンバランスによって発生する遠心力とほぼ
等価と見なせる力と、回転ドラム301がタイヤを押しつける力とが合成された力である。
回転ドラム301がタイヤを押しつける力はタイヤの前後方向にほぼ垂直な方向の力である
ため、マスタータイヤ上面に発生する遠心力の前後方向成分は、タイヤのアンバランスに
よって発生する遠心力の前後方向成分とほぼ等価と見なせる。従っても、マスタータイヤ
上面に発生する力の前後方向成分は、最大値および最小値がM×s×(2π×N)2である正弦
波に近似され、その位相は錘の取り付けた位置によって決まる。この関数をFm1(θ)とす
る。マスタータイヤ上面に働く力の前後方向成分のうち、上面ロードセル501が受ける力
の比率α1、および下面ロードセル502が受ける比率(1-α1)は、マスタータイヤ上面に働
く力に働く力の大きさにかかわらず一定であると考えられる。従って、Fm1(θ)とTF1(θ)
、TF2(θ)を比較することによって、α1を算出することができる。具体的には、α1 = Fm

1(θ) / TF1(θ)である。
【００４５】
　次いで、一旦回転ドラム301の回転を停止する。次いで、マスタータイヤの上面から錘
を取り外す。
【００４６】
　次いで、マスタータイヤの下面の、タイヤの回転軸から距離s離れた所定位置に質量Mの
錘を取り付ける。この時、マスタータイヤの下面には錘によるアンバランスが発生してお
り、一方上面はアンバランスの無い状態である。
【００４７】
　次いで、回転ドラム荷重機構304を駆動して、50-80[kgf]程度の力で回転ドラム301がマ
スタータイヤを押しつけるようにする。換言すれば、ロードセル304aの出力が50-80[kgf]
を示すように、回転ドラム荷重機構304を駆動する。
【００４８】
　次いで、モータ302を駆動して回転ドラム301を回転する。この時、マスタータイヤは回
転ドラムの回転に伴って回転する。ロータリーエンコーダ205の出力からマスタータイヤ
の回転数が所定回転数Nになったことが検知されると、CPU401(図2)は、I/Oインターフェ
ース403を制御して、ロードセル501及び502の出力を取得する。
【００４９】
　CPU401(図1)は、ロードセルの出力から、マスタータイヤ1回転分の、ロードセル501及
び502が受けた力の前後方向成分を得る。得られた値をBF1(θ)、BF2(θ)とする。BF1(θ)
は上側ロードセル501の出力から得られた値であり、BF2(θ)は下側ロードセル502の出力
から得られた値である。また、θはスピンドル201の位相である。
【００５０】
　この時、タイヤに発生する力は、タイヤのアンバランスによって発生する遠心力とほぼ
等価と見なせる力と、回転ドラム301がタイヤを押しつける力とが合成された力である。
回転ドラム301がタイヤを押しつける力はタイヤの前後方向にほぼ垂直な方向の力である
ため、マスタータイヤ下面に発生する遠心力の前後方向成分は、タイヤのアンバランスに
よって発生する遠心力の前後方向成分とほぼ等価と見なせる。従っても、マスタータイヤ
下面に発生する力の前後方向成分は、最大値および最小値がM×s×(2π×N)2である正弦
波に近似され、その位相は錘の取り付けた位置によって決まる。この関数をFm2(θ)とす
る。マスタータイヤ下面に働く力の前後方向成分のうち、上面ロードセル501が受ける力
の比率α2、および下面ロードセル502が受ける比率(1-α2)は、マスタータイヤ下面に働
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く力に働く力の大きさにかかわらず一定であると考えられる。従って、Fm2(θ)とBF1(θ)
、BF2(θ)を比較することによって、α2を算出することができる。具体的には、α2 = Fm

2(θ) / BF1(θ)である。
【００５１】
　以上求めたα1、α2を使用することにより、ロードセル501、502の出力から、タイヤ上
面で発生した加振力と、タイヤ下面で発生した加振力とを算出することが可能となる。す
なわち、あるタイヤにおいて、上面に発生した加振力の前後方向成分をTTW、下面に発生
した加振力の前後方向成分がTBWであるとする。また、上側ロードセル501によって検出さ
れた力の前後方向成分をMF1、下側ロードセル502によって検出された力の前後方向成分を
MF2とする。このとき、TTW、TBW、MF1、MF2の間には数2のような関係が成立する。
【数２】

【００５２】
　数2より、TTW、TBWは数3によって算出されることがわかる。
【数３】

【００５３】
　以上求めたα1、α2は、ロードセル501、502が受けた力の前後方向成分から、タイヤの
上面および下面のそれぞれに発生した加振力の前後方向成分を求めるものである。
【００５４】
　次いで、ロードセル501、502が受けた力の半径方向(マスタータイヤと回転ドラムの接
触位置からスピンドルの回転軸に向かう方向、すなわち図1における左右方向)成分から、
タイヤの上面が受けた力とタイヤの上面に発生した加振力の合計値の半径方向成分と、タ
イヤの下面が受けた力とタイヤの下面に発生した加振力の合計値の半径方向成分と、を求
めるための係数を求めるためのキャリブレーションを行う。
【００５５】
　マスタータイヤの上面の、タイヤの回転軸から距離s離れた所定位置に質量Mの錘を取り
付ける。この時、マスタータイヤの上面には錘によるアンバランスが発生しており、一方
下面はアンバランスの無い状態である。
【００５６】
　次いで、回転ドラム荷重機構304を駆動して、50-80[kgf]程度の力で回転ドラム301がマ
スタータイヤを押しつけるようにする。換言すれば、ロードセル304aの出力が50-80[kgf]
を示すように、回転ドラム荷重機構304を駆動する。回転ドラム301がマスタータイヤを押
しつける力の大きさは本キャリブレーションを通じて一定であり、その大きさをFDとする
。
【００５７】
　次いで、モータ302を駆動して回転ドラム301を回転する。この時、マスタータイヤは回
転ドラムの回転に伴って回転する。ロータリーエンコーダ205の出力からマスタータイヤ
の回転数が所定回転数Nになったことが検知されると、CPU401(図2)は、I/Oインターフェ
ース403を制御して、ロードセル501及び502の出力を取得する。
【００５８】
　CPU401(図1)は、ロードセルの出力から、マスタータイヤ1回転分の、ロードセル501及
び502が受けた力の半径方向成分を得る。得られた値をTF3(θ)、TF4(θ)とする。TF3(θ)
は上側ロードセル501の出力から得られた値であり、TF4(θ)は下側ロードセル502の出力
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から得られた値である。また、θはスピンドル201の位相である。
【００５９】
　この時、タイヤに発生する力は、タイヤのアンバランスによって発生する遠心力とほぼ
等価と見なせる力と、回転ドラム301がタイヤを押しつける力とが合成された力である。
従って、マスタータイヤ上面に働く力の半径方向成分は、最大値がM×s×(2π×N)2＋FD/
2、最小値がM×s×(2π×N)2－FD/2である正弦波に近似され、その位相は錘の取り付けた
位置によって決まる。この関数をFm3(θ)とする。マスタータイヤ上面に働く力の半径方
向成分のうち、上面ロードセル501が受ける力の比率β1、および下面ロードセル502が受
ける比率(1-β1)は、マスタータイヤ上面に働く力に働く力の大きさにかかわらず一定で
あると考えられる。従って、Fm3(θ)とTF3(θ)、TF4(θ)を比較することによって、β1を
算出することができる。具体的には、β1 = Fm3(θ) / TF3(θ)である。
【００６０】
　次いで、一旦回転ドラム301の回転を停止する。次いで、マスタータイヤの上面から錘
を取り外す。
【００６１】
　次いで、マスタータイヤの下面の、タイヤの回転軸から距離s離れた所定位置に質量Mの
錘を取り付ける。この時、マスタータイヤの下面には錘によるアンバランスが発生してお
り、一方上面はアンバランスの無い状態である。
【００６２】
　次いで、回転ドラム荷重機構304を駆動して、力FDで回転ドラム301がマスタータイヤを
押しつけるようにする。
【００６３】
　次いで、モータ302を駆動して回転ドラム301を回転する。この時、マスタータイヤは回
転ドラムの回転に伴って回転する。ロータリーエンコーダ205の出力からマスタータイヤ
の回転数が所定回転数Nになったことが検知されると、CPU401(図2)は、I/Oインターフェ
ース403を制御して、ロードセル501及び502の出力を取得する。
【００６４】
　CPU401(図1)は、ロードセルの出力から、マスタータイヤ1回転分の、ロードセル501及
び502が受けた力の半径方向成分を得る。得られた値をBF3(θ)、BF4(θ)とする。BF3(θ)
は上側ロードセル501の出力から得られた値であり、BF4(θ)は下側ロードセル502の出力
から得られた値である。また、θはスピンドル201の位相である。
【００６５】
　この時、タイヤに発生する力は、タイヤのアンバランスによって発生する遠心力とほぼ
等価と見なせる力と、回転ドラム301がタイヤを押しつける力とが合成された力である。
従って、マスタータイヤ下面に働く力の半径方向成分は、最大値がM×s×(2π×N)2＋FD/
2、最小値がM×s×(2π×N)2－FD/2である正弦波に近似され、その位相は錘の取り付けた
位置によって決まる。この関数をFm4(θ)とする。マスタータイヤ下面に働く力の半径方
向成分のうち、上面ロードセル501が受ける力の比率β2、および下面ロードセル502が受
ける比率(1-β2)は、マスタータイヤ下面に働く力に働く力の大きさにかかわらず一定で
あると考えられる。従って、Fm4(θ)とBF3(θ)、BF4(θ)を比較することによって、β2を
算出することができる。具体的には、β2 = Fm4(θ) / BF3(θ)である。
【００６６】
　以上求めたβ1、β2を使用することにより、ロードセル501、502の出力から、タイヤ上
面に加えられた力とタイヤ上面で発生した加振力の合計、およびタイヤ下面に加えられた
力とタイヤ下面で発生した加振力の合計を算出することが可能となる。すなわち、あるタ
イヤにおいて、タイヤ上面に加えられた力とタイヤ上面で発生した加振力の合計の半径方
向成分をRTW、タイヤ下面に加えられた力とタイヤ下面で発生した加振力の合計の半径方
向成分がRBWであるとする。また、上側ロードセル501によって検出された力の半径方向成
分をMF3、下側ロードセル502によって検出された力の半径方向成分をMF4とする。このと
き、RTW、RBW、MF3、MF4の間には数4のような関係が成立する。
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【数４】

【００６７】
　数４より、RTW、RBWは数5によって算出されることがわかる。

【数５】

【００６８】
　以上のキャリブレーションによって算出された係数を用いて、タイヤの動的バランス及
びユニフォーミティの計測が行われる。
【００６９】
　図３は、計測装置１を用いたタイヤの動的バランスとユニフォーミティの計測手順を示
すタイムチャートである。においては、１つのタイヤについて、動的バランス計測、高速
ユニフォーミティ計測、ＪＡＳＯ　Ｃ　６０７規格によるユニフォーミティ計測を連続し
て実施する。なお、図３は横軸に経過時間、縦軸にタイヤの回転数をとったタイムチャー
トである。なお、以下の一連の試験は計測装置１のメモリ402(図2)に格納されたプログラ
ムをCPU401が実行することによって実施される。
【００７０】
　最初に、タイヤをスピンドル201に取付け、トップアダプタ203によってタイヤをスピン
ドル201に固定する。
【００７１】
　次いで、回転ドラム301をタイヤに当接させる。次いでに回転ドラム301をタイヤに150[
kgf]の力で押し付ける（図３：Ｓ１０１（0[sec]））。次いで、この状態で回転ドラム30
1を回転させ（従って回転ドラム301に当接しているタイヤも回転ドラム301に伴って回転
する）、タイヤの回転数が1000[rpm]になるまで回転ドラム301を加速する（図３：Ｓ１０
２（0-2[sec]））。次いで、回転ドラム301がタイヤを押し付ける押圧荷重を50[kgf]にす
る（図３：Ｓ１０３（2-3[sec]））。
【００７２】
　本発明の実施の形態においては、回転ドラム301の回転の開始からタイヤの回転数が100
0[rpm]になるまでに要する時間は２秒である。また、タイヤの回転数が1000[rpm]になっ
た後、回転ドラム301がタイヤを押し付ける押圧荷重が50[kgf]になるまでに要する時間は
１秒である。従って、タイヤの加振力の測定開始までにタイヤは水平方向に50-150[kgf]
の荷重を受けながら３０回以上回転する。その結果、タイヤは下方に押し込まれ、タイヤ
の回転軸とスピンドル201の回転軸とがほぼ一致するようになる。
【００７３】
　次いで、スピンドル201の回転中にロードセル501及び502にかかる負荷の変動を検出す
る（図３：Ｓ１０４（3-6[sec]））。これは、タイヤの動的バランスを計測するための検
出である。ロードセル501及び502は直交３成分を計測可能であるが、動的バランスを計測
する際に必要なのは任意の水平方向にかかる成分である。本発明の実施の形態においては
、回転ドラム301からタイヤに加わる荷重の影響を除去するために、負荷変動の前後方向
成分を検出している。検出された負荷変動の成分を数３に代入することによって、タイヤ
の上面と下面のそれぞれについて、動的アンバランスによって生じる遠心力とほぼ等価な
値が求められる。これらの遠心力は、タイヤの位相θの関数として示される。ここでは、
タイヤの上面に働く遠心力をFT1(θ)、タイヤの下面に働く遠心力をFT2(θ)とする。なお
、FT1(θ)およびFT2(θ)の単位は[kgf]である。
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　FT1(θ)およびFT2(θ)から、タイヤのアンバランスの発生する位相およびアンバランス
の大きさを、タイヤの上面と下面のそれぞれについて算出する。すなわち、タイヤ上面に
おいてアンバランスが発生している位相はFT1(θ)が最大となる位相(以下、この位相をθ

max1とする)であり、タイヤ下面においてアンバランスが発生している位相はFT2(θ)が最
大となる位相(以下、この位相をθmax2とする)である。さらに、タイヤ上面におけるアン
バランスの大きさUB1及びタイヤ下面におけるアンバランスの大きさUB2は、数６によって
算出される。
【数６】

【００７５】
　UB1及びUB2の単位は[kg m]である。従って、上面側のアンバランスを除去するには、タ
イヤ上面の、位相がθmax1かつタイヤの回転軸から距離s1[m]離れた位置で、重量UB1/s1
のタイヤを削ればよい。同様に、下面側のアンバランスを除去するには、タイヤ上面の、
位相がθmax2かつタイヤの回転軸から距離s2離れた位置で、重量UB2/s2のタイヤを削れば
よい。なお、これらのアンバランスはタイヤのノンユニフォーミティの一要因であるため
、これらのアンバランスを除去することによって、タイヤのノンユニフォーミティは低減
される。
【００７６】
　次いで、回転ドラム301がタイヤを押し付ける押圧荷重を500[kgf]として、高速ユニフ
ォーミティ試験を行う（図３：Ｓ１０５（6-11[sec]））。本実施例においては、高速ユ
ニフォーミティ試験時のタイヤの回転数は動的バランス計測時のタイヤの回転数と同一で
ある。なお、本実施例においては、高速ユニフォーミティ試験のタイヤ回転数を1000[rpm
]としているが、これは、直径600-700mmの乗用車タイヤを載せた乗用車が時速110-130[km
]で走行している状態を模したものである。したがって、より径の大きいまたは小さいタ
イヤの試験を行う場合は、タイヤの周速が時速100-140[km]となるような他の回転数で回
転する。そして、ロードセル501及び502によりタイヤが受ける負荷変動を検出する。この
負荷変動から、タイヤ上面のRFVおよびTFV、タイヤ下面のRFVおよびTFV、及びタイヤ全体
のLFVを計測する。
【００７７】
　すなわち、ロードセル501及び502が受けた3次元ベクトル量としての負荷は、CPU401に
よって半径方向、横方向(タイヤの回転軸方向)、前後方向に分解される。これらは、タイ
ヤの位相θの関数として示される。上側ロードセル501(図1)が受けた半径方向、横方向、
前後方向の力を、それぞれTRF(θ)、TLF(θ)、TTF(θ)とする。また、下側ロードセル502
が受けた半径方向、横方向、前後方向の力を、それぞれBRF(θ)、BLF(θ)、BTF(θ)とす
る。
【００７８】
　次いで、数７を用いて、TRF(θ)、TLF(θ)、TTF(θ)、 BRF(θ)、BLF(θ)、BTF(θ)か
ら、タイヤ上面のRFVおよびTFV、タイヤ下面のRFVおよびTFV、及びタイヤ全体のLFVを演
算する。



(16) JP 4339048 B2 2009.10.7

10

20

30

40

50

【数７】

【００７９】
　次いで、ＪＡＳＯ　Ｃ６０７規格によるユニフォーミティ試験を実施する。すなわち回
転ドラム301を減速し、タイヤを60[rpm]で回転させる（図３：Ｓ１０６（11-14[sec]））
。そして、ロードセル501及び502により、タイヤＣが受ける負荷変動を検出する（図３：
Ｓ１０７（14-17[sec]））。すなわち、上側ロードセル501(図1)が受けた半径方向、横方
向、前後方向の力を、それぞれTRF(θ)、TLF(θ)、TTF(θ)とする。また、下側ロードセ
ル502が受けた半径方向、横方向、前後方向の力を、それぞれBRF(θ)、BLF(θ)、BTF(θ)
とすると、タイヤのRFV、LFV、TFVは数８を用いて算出される。
【数８】

【００８０】
　次いで、タイヤおよび回転ドラム301の回転を一端停止し、さらに反転させてタイヤを6
0[rpm]で回転させる（図３：Ｓ１０８（17-18[sec]））。次いで、慣らし運転を行う（図
７：Ｓ１０９（18-20[sec]））。次いで、ロードセル501及び502により、タイヤが受ける
負荷変動を検出し（図３：Ｓ１１０（20-23[sec]））、数８を用いて、検出された負荷変
動に基づいてユニフォーミティを計算する。次いで、タイヤおよび回転ドラム301を減速
し（図３：Ｓ１１１（23-24[sec]））、回転を停止する（図３：Ｓ１１２（24[sec]））
。
【００８１】
　以上の手順による計測の終了したタイヤは、計測装置1から取り外されて、切削装置に
よりバフ修正されて、タイヤの上面及び/または下面のアンバランス成分が除去される。
【００８２】
　以上のように、本実施例に基づいてタイヤのユニフォーミティを計測することにより、
タイヤの上面及び/または下面に大きなノンユニフォーミティのあるタイヤを判別可能と
なる。また、本実施例によれば、タイヤの上面及び/または下面に発生する動的アンバラ
ンスを除去可能である。従って、タイヤのノンユニフォーミティのうち、動的アンバラン
スに起因する要素を除去可能であり、すなわちタイヤのノンユニフォーミティを低減可能
である。なお、本実施形態では、2つのロードセルが受けた力から、タイヤの上面が受け
た力とタイヤの上面に発生した加振力の合計値と、タイヤの下面が受けた力とタイヤの下
面に発生した加振力の合計値とを求める構成としているが、同様の原理に基づいて、より
多くのロードセルの出力からタイヤの各面が受ける力とタイヤの各面に発生する加振力を
計算する構成としてもよい。
【００８３】
　なお、上記の実施例においては、JASO C607規格のユニフォーミティ試験、高速ユニフ
ォーミティ試験、および動的バランス試験を連続して行う構成としているが、本発明は上
記構成に限定されるものではない。例えば、本発明による試験装置は、通常はユニフォー
ミティ試験のみを行い、ユニフォーミティ試験によって所定値以上のノンユニフォーミテ
ィが検出されたときのみ、動的バランス試験を行う構成としてもよい。このような実施例
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を以下に説明する。
【００８４】
　図４は、第2実施例において、計測装置１を用いたタイヤの動的バランスとユニフォー
ミティの計測手順を示すタイムチャートである。本実施例においては、１つのタイヤにつ
いて、高速ユニフォーミティ計測、ＪＡＳＯ　Ｃ　６０７規格によるユニフォーミティ計
測を実施する。また、高速ユニフォーミティの計測後、その結果に応じて、動的バランス
試験を行う。なお、図４は図３と同様、横軸に経過時間、縦軸にタイヤの回転数をとった
タイムチャートである。なお、以下の一連の試験は計測装置１のメモリ402(図2)に格納さ
れたプログラムをCPU401が実行することによって実施される。また、上記計測に先立って
、第１実施例と同様のキャリブレーションがあらかじめ行われている。
【００８５】
　最初に、タイヤをスピンドル201に取付け、トップアダプタ203によってタイヤをスピン
ドル201に固定する。
【００８６】
　次いで、回転ドラム301をタイヤに当接させる。次いでに回転ドラム301をタイヤに150[
kgf]の力で押し付ける（図４：Ｓ２０１（0[sec]））。次いで、この状態で回転ドラム30
1を回転させ（従って回転ドラム301に当接しているタイヤも回転ドラム301に伴って回転
する）、タイヤの回転数が1000[rpm]になるまで回転ドラム301を加速する（図４：Ｓ２０
２（0-2[sec]））。次いで、回転ドラム301がタイヤを押し付ける押圧荷重を500[kgf]に
する（図４：Ｓ２０３（2-4[sec]））。
【００８７】
　本発明の実施の形態においては、回転ドラム301の回転の開始からタイヤの回転数が100
0[rpm]になるまでに要する時間は２秒である。また、タイヤの回転数が1000[rpm]になっ
た後、回転ドラム301がタイヤを押し付ける押圧荷重が500[kgf]になるまでに要する時間
は２秒である。従って、タイヤの加振力の測定開始までにタイヤは水平方向に50-500[kgf
]の荷重を受けながら３０回以上回転する。その結果、タイヤは下方に押し込まれ、タイ
ヤの回転軸とスピンドル201の回転軸とがほぼ一致するようになる。
【００８８】
　次いで、スピンドル201の回転中にロードセル501及び502にかかる負荷の変動を検出す
る（図４：Ｓ２０４（4-8[sec]））。これは、タイヤの高速ユニフォーミティを計測する
ための検出である。なお、本実施例においても、高速ユニフォーミティ試験のタイヤ回転
数は、直径600-700mmの乗用車タイヤを載せた乗用車が時速110-130[km]で走行している状
態を模して1000[rpm]としているが、より径の大きいまたは小さいタイヤの試験を行う場
合はタイヤの周速が時速100-140[km]となるような他の回転数で回転する。そして、ロー
ドセル501及び502によりタイヤが受ける負荷変動を検出する。この負荷変動から、タイヤ
上面のRFVおよびTFV、タイヤ下面のRFVおよびTFV、及びタイヤ全体のLFVを計測する。計
測方法は、本発明の第１実施例と同様であるので、説明は省略する。
【００８９】
　次いで、タイヤ上面及び下面のRFVが所定の基準値(例えばRFV10[kgf・m]、TFV8[kgf・m
])を上回っているかどうかを判定する（図４：Ｓ２０４ａ（8[sec]））。タイヤ上面及び
下面いずれかのRFVが基準値を上回っているのであれば、続いて動的バランスとＪＡＳＯ
　Ｃ　６０７規格によるユニフォーミティの計測が行われる。この場合、タイヤの回転数
は図４中の破線に従って変動する。
【００９０】
　次いで、回転ドラム301がタイヤを押し付ける押圧荷重を50[kgf]にして、タイヤの動的
バランスを計測する（図４：Ｓ２１４（8-11[sec]））。動的バランスの計測方法は、第
１実施例のものと同様であるので、説明は省略する。
【００９１】
　次いで、ＪＡＳＯ　Ｃ６０７規格によるユニフォーミティ試験を実施する。すなわち回
転ドラム301を減速し、タイヤを60[rpm]で回転させるとともに、回転ドラム301がタイヤ
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を押し付ける押圧荷重を500[kgf]にする（図４：Ｓ２１５（11-13[sec]））。そして、ロ
ードセル501及び502により、タイヤＣが受ける負荷変動を検出する（図４：Ｓ２１６（13
-17[sec]））。負荷変動からユニフォーミティを計測する方法は、第１実施例のものと同
様であるので、説明は省略する。
【００９２】
　次いで、タイヤおよび回転ドラム301の回転を一端停止し、さらに反転させてタイヤを6
0[rpm]で回転させる（図４：Ｓ２１７（17-18[sec]））。次いで、慣らし運転を行う（図
４：Ｓ２１８（18-20[sec]））。次いで、ロードセル501及び502により、タイヤが受ける
負荷変動を検出し（図４：Ｓ２１９（20-23[sec]））、検出された負荷変動に基づいてユ
ニフォーミティを計算する。次いで、タイヤおよび回転ドラム301を減速し（図４：Ｓ２
２０（23-24[sec]））、回転を停止する（図４：Ｓ２２１（24[sec]））。
【００９３】
　以上の手順による計測の終了したタイヤは、計測装置1から取り外されて、切削装置に
よりバフ修正されて、タイヤの上面及び/または下面のアンバランス成分が除去される。
【００９４】
　一方、Ｓ２０４ａにおいて、タイヤ上面及び下面のRFVが双方共基準値を下回っている
のであれば、続いてＪＡＳＯ　Ｃ　６０７規格によるユニフォーミティの計測が行われる
。この場合、タイヤの回転数は図４中の実線に従って変動する。
【００９５】
　回転ドラム301を減速し、タイヤを60[rpm]で回転させる（図４：Ｓ２０５（9-11[sec]
））。そして、ロードセル501及び502により、タイヤＣが受ける負荷変動を検出する（図
４：Ｓ２０６（11-14[sec]））。負荷変動からユニフォーミティを計測する方法は、第１
実施例のものと同様であるので、説明は省略する。
【００９６】
　次いで、タイヤおよび回転ドラム301の回転を一端停止し、さらに反転させてタイヤを6
0[rpm]で回転させる（図４：Ｓ２０７（17-18[sec]））。次いで、慣らし運転を行う（図
４：Ｓ２０８（15-17[sec]））。次いで、ロードセル501及び502により、タイヤが受ける
負荷変動を検出し（図４：Ｓ２０９（17-20[sec]））、検出された負荷変動に基づいてユ
ニフォーミティを計算する。次いで、タイヤおよび回転ドラム301を減速し（図４：Ｓ２
１０（20-21[sec]））、回転を停止する（図４：Ｓ２１１（21[sec]））。
【００９７】
　以上のように、本実施例によれば、ユニフォーミティ試験中に、回転ドラム301がタイ
ヤを押圧する荷重を50-80[kgf]に低減させることによって動的アンバランスと等価と見な
せる値を計測可能であるので、タイヤの回転を止めることなく、動的バランス計測が必要
なときは直ちに動的バランス試験を開始することができる。
【図面の簡単な説明】
【００９８】
【図１】本発明の実施形態による、タイヤの高速ユニフォーミティ計測装置の正面図を示
したものである。
【図２】図1の制御部400の詳細なブロック図を示したものである。
【図３】本発明の第1実施例における、計測装置１を用いたタイヤの動的バランスとユニ
フォーミティの計測手順を示すタイムチャートである。
【図４】本発明の第2実施例における、計測装置１を用いたタイヤの動的バランスとユニ
フォーミティの計測手順を示すタイムチャートである。
【符号の説明】
【００９９】
　　１　　　計測装置
１００　　　ベース部
２００　　　スピンドル部
２０１　　　スピンドル
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２０２　　　スピンドルハウジング
２０３　　　トップアダプタ
３００　　　回転ドラム部
３０１　　　回転ドラム
３０２　　　モータ
３０３　　　伝達系
３０４　　　回転ドラム荷重機構
４００　　　制御部
４０１　　　CPU
４０２　　　メモリ
４０３　　　I/Oコントローラ
５０１　　　上側ロードセル
５０２　　　下側ロードセル
６００　　　マーキング手段

【図１】 【図２】
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